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要旨：東日本大震災からの早期復興が求められている中，建設資材や作業員不足により復旧工事が遅れてい

る。特にコンクリート用骨材不足は深刻な状況にあることから，本研究では震災により発生したコンクリー

トがらから再生粗骨材 M を製造し，これを用いたプレキャスト製品（以下，PCa 製品という）の利用可能性

を検証した。研究の結果，震災コンクリートがらから製造した再生粗骨材 M の品質は，放射能汚染や津波に

よる塩化物の影響も少なく良好であった。さらに，それらの再生粗骨材 M を用いたコンクリートおよび PCa

製品の強度および耐久性は，普通コンクリートと同等の品質を有することが明らかとなった。 

キーワード：震災コンクリートがら，再生粗骨材 M ，PCa 製品，耐凍害性，放射能 

 

1. はじめに 

東日本大震災は，地震，津波および放射能汚染の 3 重の

災害となり，歴史的な惨事であった。この震災からの早期

な復興が求められている中，建設資材や作業員が不足し，

復旧が遅れている。とくにコンクリート用骨材の不足は深

刻な状況にあり，コンクリートの価格が高騰している。東

日本大震災による震災廃棄物の処理について，環境省 1）

によれば，コンクリートがらは建設資材として利活用する

ことを示している。また，震災で発生したコンクリートが

らは膨大なため，一般的に利用される路盤材（RC-40）以

外にも震災復興で大量消費が期待できるコンクリート用

粗骨材（以下，再生骨材という）としての利用が望まれて

いる。 

 再生骨材は H，M，L の 3 つのランクに分類される。再

生骨材 H はレディーミクストコンクリートに利用できる

ものの製造コストが高いことや回収率が少ないことが課

題となっており，大都市を除けば殆んど利用実績はない。

また，再生骨材 L は，水分管理が難しく，汎用的な鉄筋コ

ンクリート製品への利用は難しい。これに対し，再生骨材

M は，乾燥収縮や耐凍害性が小さいことから，地下構造に

限定されているものの，北辻ら 2），3）は，プレキャストコ

ンクリート製品（以下，PCa 製品という）に限定すれば，

利用は可能であるとしている。その理由として，プレキャ

ストコンクリート製品は，部材寸法が小さく乾燥収縮の影

響を受けにくく，小ロット製造が可能であることから品質

のバラつきを少なくできること，耐凍害性については片平

ら 4）により，簡易試験方法が提案され，再生骨材を用いた

コンクリートの耐凍害性評価が容易であることを挙げて

いる。さらに，出所の不明なコンクリートがらから製造さ

れた再生骨材のアルカリシリカ反応は評価が難しく，対策

として高炉スラグまたはフライアッシュを用いた混合セ

メント利用を前提としている。 

そこで，本研究では東日本大震災で発生したコンクリー

トがらの復興資材としての利用を目的として，再生粗骨材

M を用いた PCa 製品の実用性検証結果を報告するもので

ある。 

 

2. 震災ガレキの有効利用 

2.1 震災コンクリートがら 

東日本大震災により発生した災害廃棄物の総量は 2,700

万トンにも及び，災害廃棄物の総量に対するコンクリート

がらの割合は重量ベースで約 50％を占め，最も多い震災廃

棄物となっている 5）。 

震災で発生したコンクリートがらは，道路用コンクリー

ト製品，コンクリート舗装版，津波により被災した家屋の

基礎構造物，更に，取壊しを予定しているコンクリートの

住宅，工場等が発生源となる。 

コンクリートがらには，海水塩分，土砂，陶磁器，石膏

ボードや木片などの異物が混入していることが予想され，

破砕・分級して建設資材として再生利用する場合には品質

低下が懸念されるため，分別の徹底や状況に応じて水洗浄

を行う必要がある。また，注意すべき課題として，東京電

力 福島第一原子力発電所の放射能漏れ事故による放射性

物質による汚染が挙げられ，これについては放射線量を十

分確認した上で再利用を行うことが必要である。 

岩手，宮城県のがれきは，2 次仮置き場（図-1）に集め
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られ，その大部分が再生クラッシャラン（図-2）となり，

海岸防波堤，地盤沈下盛土，路盤材として利活用された。

両県のがれきは，2014 年 3 月までに全量処理された。しか

し，図-3に示すように，がれき処理が終了した地域でも住

宅基礎部分のコンクリートは，境界が不明となるため，撤

去されていない。このため，地域整備が行われる際には，

今回集積された量と同程度のコンクリートがらが発生す

ると見込まれている。また，福島県の浜通りでは，放射線

量が高いこともあり，図-4に示すように手つかず状態であ

る場所も少なくない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 震災再生粗骨材Ｍの製造 

震災再生粗骨材の製造フローを図-5に，2 次破砕機の概

略を図-6に示す。 

この工程では，コンクリートがらをロールクラッシャー

やジョークラッシャー等で一次破砕後，インパクトクラッ

シャーで二次破砕を行い，付着モルタルや微細クラックに

よる脆弱部分を除去している。一般的に，再生粗骨材 M

の回収率は 50%程度である。これら破砕設備は中間処理業

者が既に有している簡易的な破砕機のため，製造は容易で

ある。 

図-6は再生骨材製造のために開発されたもので，骨材同

士が接触し揉みすりを行うために，骨材形状が丸みを帯び

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 2次破砕機 

 

図-1 コンクリートがらの保管状況 

（仙台市内，2012年 3月） 

図-2 再生クラッシャランの保管状況 

（仙台市内，2012年 3月） 

図-3 住宅基礎の状況 

(名取市内，2014年 12月) 

図-5 再生粗骨材製造フロー 

図-4 放置コンクリート塊の状況 

（南相馬市内，2014年 12月） 

ロータ回転 原料投入
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表-2 コンクリートの配合 

配合名 

最大 
寸法 
Gmax 
(mm) 

空気量

の範囲 
（%） 

水結合

材比 
W/B 
(%) 

細骨 
材率 
ｓ/ａ 
(%) 

単  位  量 （kg/m3） 

水 
W 

結合材 B 
細骨材

Ｓ 

粗骨材 G AE 
減水剤 

AD 

空気量調整剤

AE＊ 
普通

C 
高炉 B
種 BB

ﾌﾗｲｱｯｼｭ

Ｆ 
砕石

CG 
再生 
RG 

MAE PAE

BB(N) 

20 5±1 

42 38.0 158 ― 375 ― 671 ― 1058 2.20 0.01 ― 

BB 42 45.1 160 ― 381 ― 800 ― 973 1.38 0.02 ― 

FA1 35 47.4 170 395 ― 85 780 ― 813 4.32 ― 1.50 

FA2 35 42.0 160 340 ― 60 702 ― 939 3.00 ― 2.00 

N 40 40.5 160 364 ― ― 702 1067 ― 3.28 4.00 ― 

MAE：普通 AE 剤，PAE：プレフォーム型 AE 剤 

仮置場に集積されたコンクリートがらを用いて，2 種類

の震災再生粗骨材 M を製造した。製造した震災再生粗骨

材 M の外観を図-7 に示す。再生粗骨材 M1 は仙台市で発

生したコンクリートがらを図-5 に示した従来型クラッシ

ャー機により製造したものである。一方，再生粗骨材 M2

は宮城県本吉郡南三陸町で発生したコンクリートがらを

図-6に示した 2 次破砕機で製造したものである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 震災再生粗骨材Ｍの物性 

製造した震災再生粗骨材 M の品質を表-1 に示す。黒瀬

ら 6）によれば，震災再生粗骨材 M は付着モルタルの影響

から密度および吸水率の JIS 規格を満たすことが困難と言

われている。しかし，今回製造した震災再生粗骨材 M は，

すべての項目において JIS 規格を満たした。これは，二次

破砕を複数回行うことにより，微細クラックや脆弱なモル

タルの大部分を除去したことによると考えられる。 

津波の影響により，骨材中に含まれる塩化物イオン量は

多いことが予想されるため，塩化物含有量試験(JIS A 1154，

イオンクロマトグラフ法)を実施した。その結果，塩化物

含有量は 0.004%と規格値を満たしていた。これは，震災 

コンクリートがらへの塩水の浸透が小さかったことや

塩化物が降雨等によって洗い流されたものと推察される。 

製造した震災再生粗骨材 M には木くず，ゴム，ビニー

ルなどの様々な不純物が混入していたが，その量は，0.69

～0.65%と規格値を満足していた。また，比較的軽量な不

純物であることから，骨材製造後に風選除去の実施により，

品質を高めることができると判断される。 

気象条件の厳しい東北地方では，耐凍害性が求められる

ことから，簡易凍結融解試験 4）により耐凍害性を判断した。

粗骨材を水中凍結 16 時間(-20℃)－水中融解 8 時間（20℃）

を 1 日 1 サイクルとして 10 日間行い，質量減少率が 10%

未満の場合，耐久性指数は 60%以上，5.0%未満の場合，耐

久性指数は 85%以上を確保できるとするものである。 

本研究で使用した震災再生粗骨材M の質量減少率は 1.9

～0.4%と耐凍害性判断基準の 5.0%を大きく下回り，耐久

性指数 85%以上を確保できると判断される。 

福島第一原子力発電所の事故を受け，再生骨材の安全性

を確認する必要がある。そこで，震災再生粗骨材 M の放

射能濃度をヨウ化ナトリウムシンチレーション放射能測

定装置で計測した。測定核種はセシウム 137，セシウム 134

とし，環境基準は経済産業省の砕石出荷基準濃度 100Bq/kg

を目安とした。測定結果は，いずれも非検出(ND)で安全性

が確認された。これは，セシウムがコンクリート表面のみ

に付着しており，全体として少量だったこと，降雨等によ

って洗い流されたこと，および破砕工程に於いて細骨材に

移行したことなどが挙げられる。またM2の骨材の製造は，

発災から 3 年以上経過しており，線量が自然減少したこと

よると推察される。 

しかしながら，福島第一原子力発電所近郊では，依然と

して高い放射線量が予想されることから，材料の使用基準

を改めるなど地域事情に応じた対応が待たれる。 

 

3．再生粗骨材Ｍを用いたコンクリート製品の製造 

3.1使用材料およびコンクリートの配合 

宮城県内の2か所および山形県内の1か所のPCa工場に

おいて，再生骨材を用いてコンクリート試験体および製品

を作製した。コンクリート配合を表-2に示す。すべての配

合において，骨材の再大寸法を20mmとし，目標空気量は

5％とした。また粗骨材全量を再生粗骨材Mで置換した。

表-1 再生粗骨材Ｍの品質 

  M1 M2 JIS 規格値

ふるい分け(FM) 6.69 6.70 － 
表乾密度 (g/cm3) 2.50 2.49 － 
絶乾密度 (g/cm3) 2.40 2.39 2.3 以上 
吸水率 (%) 4.20 4.37 5.0 以下 
微粒分量 (%) 0.58 0.60 1.5 以下 
塩化物イオン (%) 0.004 0.004 0.04 以下 
不純物量 (%) 0.69 0.65 3.0 以下 
単位容積質量 (kg/ℓ) 1.42 1.46 － 
実積率 (%) 59.10 61.30 － 
簡易凍結融解に

よる質量減少率 
(%) 1.90 0.40 5.0 以下 

最大寸法 (mm) 20 20 － 

再生粗骨材M1     再生粗骨材M2 

図-7 再生粗骨材の外観 
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配合BB(N)は一般のコンクリートがらから製造された市販

の再生粗骨材M（表乾密度2.50g/cm3，吸水率4.2％）を用

いたものである。配合BBおよびFA1は，震災コンクリー

トがらより製造した再生粗骨材M1を，FA2は震災コンクリ

ートがらより製造しM2を用いた。またFA1は高流動コン

クリートの配合であるため，粉体量が多くなっている。さ

らに普通コンクリートと比較するため一般砕石（5～20mm）

を用いたNも作製した。 

高炉セメントやフライアッシュセメント等の混合セメン

トは，初期強度の発現が小さいことから，促進養生を行う

PCa製品に用いられることは少ないが，再生骨材の原骨材

は出所不明な震災コンクリートがらであることから，事前

にASR対策として混合セメントを用いた。配合BB(N)およ

びBBは高炉セメントB種を用いたものである。また，フラ

イアッシュを用いたものは，酒田火力発電所から排出され

るフライアッシュ原粉（密度2.33g/cm3）を粉体の15～18％

混合した。陶山ら 7）によれば，フライアッシュには未燃カ

ーボンが含まれるため，AE剤を吸着し空気が連行しにくい

とされている。このため，FA1およびFA2のコンクリート

では，未燃カーボンの影響が少ないプレフォーム型AE剤

（PAE）8），9）を用いた。減水剤はポリカルボン酸系の物を用

いた。 

3.2 試験方法 

練り上がったコンクリートはそれぞれ型枠に詰め，テー

ブルバイブレ－タを用いて 30 秒間締め固め，型枠のまま

蒸気養生を行った。蒸気養生は，通常工場で行われている

前置き 2 時間，最高温度 65℃，保持 2.0 時間を目標とし約

24 時間後に脱型して，試験材齢まで屋外気中養生とした。 

試験項目は，圧縮強度試験（JIS A 1108），曲げ強度試験

（JIS A 1106），引張強度試験（JIS A 1113），静弾性係数試

験（JIS A 1149），凍結融解試験(JIS A 1148 A 法)，コンタク

トゲージ法による乾燥収縮試験（JIS A 1129‐2），および

プレキャストコンクリート製品の曲げ試験（JIS A 5372 推

奨仕様 5-3）である。 

圧縮，割裂引張強度および静弾性係数試験用の供試体は

φ10×20cmの円柱供試体とし，曲げ強度，乾燥収縮および

凍結融解試験用は10×10×40cmの角柱供試体とした。強度

試験は，いずれも出荷可能材齢である14日に実施した。 

凍結融解試験では，材齢14日まで屋外気中養生を行っ

た後，標準養生を14日行い，材齢28日から試験に供した。 

乾燥収縮試験は，蒸気養生終了後の材齢1日を基長と

して26週まで測定した。 

3.3試験結果 

（1）圧縮強度試験結果 

圧縮強度試験結果を図-8に示す。すべてのコンクリート

において，初期強度（1 日）は脱型に必要な 12N/mm2，出

荷材齢（14 日）では目標とする設計基準強度 30N/mm2を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 引張強度および曲げ強度試験結果 

引
張
強
度
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図-11 凍結融解試験結果 

図-10 静弾性試験結果 
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図-8 圧縮強度試験結果 
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図-12 乾燥収縮試験結果 
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いずれも上回った。とくに BB(N)，FA1，FA2 の強度が

高かったのは，水結合材比の影響であると推察される。 

（2）引張強度および曲げ強度試験結果 

 引張強度および曲げ強度試験結果を図-9に示す。普通コ

ンクリートの場合，引張強度は圧縮強度の 1/10～1/13，曲

げ強度は 1/5～1/8 の範囲にある。引張強度はいずれも標準

範囲にあるが,曲げ強度はやや低い値を示しているものの

4.0N/mm2以上を確認しており，構造上問題ない範囲である

と判断される。 

（3）静弾性試験結果 

 静弾性係数試験結果を図-10 に示す。土木学会コンクリ

ート標準示方書 10)では，設計基準強度（圧縮強度）が

30N/mm2の場合，静弾性係数は 28kN/mm2としている。FA2

を除き，土木学会基準よりわずかに小さい値を示している

が，柳ら 11)によれば，再生粗骨材の置換率が高くなると静

弾性係数が小さくなると報告されており，本試験において

も同様の結果となった。 

（4）凍結融解試験結果 

凍結融解試験結果を図-11 に示す。東北地方で用いられ

るコンクリートは，耐凍害性が高いことが必要不可欠であ

る。コンクリートに凍結融解作用が働くと，スケーリング

やポップアウト等の劣化が生じる。このため，耐凍害性確

認を目的として凍結融解試験（JIS A 1148 A 法（水中凍結

－水中融解））を行った。一般のコンクリートは，300 サイ

クル終了時の相対動弾性係数が 60％以上で耐凍害性が高

いと判断されるが，PCa 製品は小断面のため，85%と厳し

い劣化判定基準が設けられている。 

再生コンクリートのうち BB(N)が 85%を下回る結果と

なったが，他については 300 サイクル終了時においても劣

化判定基準を満足しており耐凍害性が確保できていると

判断できる。BB(N)についても，空気量を多めに設定する

などのコントロールで対応可能な範囲と判断される。なお，

300 サイクル終了時の質量減少率は最大 2％程度と小さか

った。 

（5）乾燥収縮試験結果 

吸水率が大きい再生粗骨材を用いたコンクリートは，普

通コンクリートと比較して乾燥収縮が大きくなるといわ

れている 12）。また，高炉セメントを添加したコンクリート

は収縮率が大きくなることが知られている。 

日本建築学会では，乾燥収縮率 0.08%以下の場合，構造

物に悪影響を及ぼさないと示されている。 

乾燥収縮試験結果を図-12 に示す。本試験では材齢 13

週で 0.08%に達していることから，収縮低減剤，膨張剤等

の添加による乾燥収縮対策が必要と考えられる。ただし，

本研究で想定している PCa 製品は，道路側溝やＬ型擁壁で

ある。そのため，鉄筋による拘束力は大きくなく，製品寸

法も 2.0m 以下であることから，乾燥収縮の悪影響を受け

にくいと考えられ，ひび割れ発生の危険性は小さいものと

推察する。 

（6）再生粗骨材Ｍを用いたPCa製品の製作 

震災コンクリートがらより製造した再生粗骨材 M を用

いて製造した PCa 試作製品（L 形擁壁，落蓋式 U 形側溝）

の外観を図-13，図-14 に，落蓋式 U 形側溝の設置状況を

図-15 示す。いずれの製品も締固め不良などは見られず良

好な外観を呈し，色も普通コンクリートと同色であった。 

PCa 製品の曲げ試験は，落蓋式 U 形側溝本体および蓋に

ついて行った。規格値はそれぞれ 22.0kN/m および 8.0kN/m

である。JIS 規格値まで荷重をかけたが，ひび割れはいず

れの PCa 製品にも発生せず，規定強度を満足し，普通コン

クリート（配合 N）と同等の性能を確認できた。再生骨材

U 形側溝は，宮城県内の工事現場に 20m 敷設しており，乾

燥収縮によるひび割れ，凍害による表面変状等の経過観察

を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 落蓋式Ｕ形側溝の外観 

図-15 落蓋式Ｕ形側溝の設置状況 

図-13 L形擁壁の外観 
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4．まとめ 

本研究では，材料不足対策の一つとして，震災により発

生したコンクリートがらから再生粗骨材 M を製造し，こ

れを用いた PCa 製品の利用の可能性を検証した。その結果，

以下のことが明らかとなり，再生骨材使用 PCa 製品は復興

資材として利用が可能であると判断された。 

1）宮城県内の震災コンクリートガラから生成した再生粗

骨材 M は JIS 規格値を満足した。また、放射能や津波に

よる塩分の影響も少なく，品質は良好であった。 

2）粗骨材の全量を再生粗骨材 M で置き換えたプレキャス

トコンクリートは，強度および耐久性において普通コン

クリートと同等の性能を有し，高品質であった。 

3）再生粗骨材 M を用いたプレキャストコンクリート製品

の曲げ強度試験値は JIS 規格値を満足した。また，外観

上も普通コンクリートに遜色なかった。 

 

5. おわりに 

本研究において，震災コンクリートがらの復興資材とし

て利用の可能性が高いことが分かった。震災復興には，未

だ長い期間が要すると考えられる。本研究が，建設材料不

足を補い，東日本大震災からの復興の一助となれば幸いで

ある。 
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